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第 3 節 商標  

(1) 商標制度の概要 

＜ロシアの商標に関する基本的法律＞ 

 商標法(1992) 

o ロシア商標の承認(1925～1991) 

 改正商標法(2002) 

o WTO－TRIPS 協定(エンフォースメント) 

o WIPO - パリ条約、商標法条約(周知商標、出願と登録の分割) 

 民法第 IV 部(2008) 

 改正民法第 IV 部(2010～2011) 

 パリ条約、商標法条約、商標法に関するシンガポール条約、マドリッド協定及びマド

リッド議定書 

 

a) ロシアにおける現行商標法の沿革 

 1992 年 1 月 1 日に施行が予定されていた 1991 年 6 月 3 日の「商標及びサービスマークに

関する」ソビエト連邦法の制定は商標法の発展において大きな節目となるはずだった。この

法律は商標関連事項の規制に関する 1917 年以来始めての法律だったからである。同法は

1980 年代末のロシアの経済状況の変化及び製品と製造者の個別化に関する工業先進国での

経験を取り込んでいた。 

 ソ連の崩壊により同法は制定されなかったが、この法は 1992年 9月 23日に承認された「商

標、サービスマーク及び原産地名称に関する」ロシア連邦法の基礎となった。2002 年 12 月

27 日に公布された後、同年末に「商標、サービスマーク及び原産地名称に関する」ロシア連

邦法の改正に関する連邦法により、大幅に改正されている。 

 2006 年、特別知的財産権法を組み込んだロシア民法第 IV 部が公布され、2008 年 1 月 1

日に施行された。第 IV 部第 76 章の表題は「法人、物品、業務、サービス及び企業の個別化

手段に関する権利」であり、第 76 章第 2 パラグラフは「商標及びサービスマークに対する

権利」との題で 39 ヶ条で構成されている。 

 ロシアの政府、いくつかの省庁あるいは部局 (特に科学教育省と連邦知的財産庁)が制定し
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た下位法令はロシア連邦民法の規定の具体化が目的であり、出願書の作成と提出、商標登録

出願、登録の有効期限延長、異議申立て、特許紛争審判室によるこれらの審決、商標権契約

の登録を中心に規定している。 

 ロシアにおける外国商標の法的保護は、工業所有権に関する国際的な条約及び協定に定め

られた一般的に受け入れられている国際協力原則に基づいている。中でも特に重要なのは

1883 年 3 月 20 日付の工業所有権の保護に関するパリ条約、1891 年 4 月 14 日付の標章の国

際登録に関するマドリッド協定、1957 年 6 月 15 日付の商標登録のための商品とサービスの

国際分類に関するニース協定、1989 年 6 月 27 日付の標章の国際登録に関するマドリッド協

定に関する議定書である。 

b) 管轄官庁及び担当者 

 Rospatent が知的財産に関する正式登録を管轄している。Rospatent の管轄事項には商標、

サービスマーク、商品の原産地名称が含まれているほか、マドリッド協定及びマドリッド協

定に関する議定書が規定する本国官庁及び指定国官庁にあたる。 

 Rospatent はロシア連邦政府の下部組織である。 

 2011 年現在の Rospatent の長は Dr. Boris Simonov である。 

c) 統計データ 

 Rospatent によるロシア連邦での商標の出願と登録の状況は下記の通りである。 

 2006 2007 2008 2009 2010 

ロシア連邦での商標出願件数 

内訳） 

38,417 41,874 40,374 34,994 42,559 

ロシアの出願人による出願(居住者) 29,589 31,502 30,024 26,448 32,735 

外国の出願人による出願(非居住者) 8,828 10,372 10,350 8,546 9,824 

登録された商標及びサービスマーク 

内訳） 

18,959 21,187 28,099 28,335 29,159 

ロシアの出願人による出願(居住者) 13,694 14,993 19,895 19,585 20,116 

外国の出願人による出願(非居住者) 5,265 6,194 8,204 8,750 9,046 

年末までの有効登録件数* 197,055 207,562 222,208 246,607 268,165 

(出所：Rospatent 年次報告書 http://www.rupto.ru/en_site/about/sod/otcheti/reports.htm) 

※マドリッド協定及び議定書により保護された国際登録を除く。 

http://www.rupto.ru/en_site/about/sod/otcheti/reports.htm
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 2006 2007 2008 2009 2010 

ロシアを指定した国際登録 

(マドリッド協定又は議定書による) 
14,567 15,388 16,738 15,113 14,289 

ロシアで保護を認められた国際登録 

(マドリッド協定又は議定書による) 
10,240 9,537 8,518 8,101 6,019 

(出所： Rospatent) 

上記の表にはロシアでの周知商標の出願に関する統計は含まれていない。これらについて

は別途手続が定められることになっている。 

＜ロシアにおいて周知されている商標又は商標として使用される標識の認定に関する申立の検討＞ 

 2006 2007 2008 2009 2010 

周知商標の認定の申立 認定 17 12 7 9 14 

不認定 7 6 4 7 10 

(出所：Rospatent) 

d) ロシア商標制度の特徴 

 複数区分に出願可能 

 商品及びサービスの国際(ニース)分類 

 区分名が自動的に当該区分に含まれるすべての商品又はサービスを対象としている

わけではない。 

 最初の外国出願の優先権主張は 6 ヶ月以内 

 出願と登録は分割可能 

 頻繁な使用により得た識別性が考慮される(例: 2～3 個の子音で構成される文字商標) 

 医薬品の文字商標については元のラテン文字による登録と併せてキリル文字による

登録を別途行うことが推奨される。 

 商標登録は出願日から 10 年間有効であり、その後は回数制限なく 10 年ずつ延長でき

る。 

 ロシアの商標は「先願登録」主義である。商標権は商標を国に登録した時点で発生し、

Rospatent が発行する登録証が証拠となる。 

 言語、絵画、三次元その他の表示又はこれらの組み合わせも商標として登録することがで

きる。 
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 商標はどのような色彩あるいは色彩の組み合わせでも構わない。 

 ロシア法は商標として保護される対象物を制限していない。登録の対象物となるための主

な基準は識別力及び製品又はサービスの区別力である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜※日本文字、ラテン文字、キリル文字のいずれにするのがよいか＞  

一般的なロシアの消費者は日本語を理解できず、日本語の標章は図として認識される。し

たがって、日本語商標を使用している日本企業は商標をラテン文字又は／及びキリル文字で

登録することを推奨する。 

 ラテン文字であれば一般的なロシアの消費者が容易に認識して理解できる。 

＜ロシアで商標として認められるもの＞ 

文字: 

 

 

図: 

 

立体: 

音: 

動画: 

色彩／色彩の組み合わせ: 

ホログラム: 

その他の標章 
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 製品名を文書、価格タグ、コマーシャルなどに使用する場合、相当するロシア語を使

用することができ、場合によっては使用しなければならない。 

 ラテン文字及び／又はキリル文字による登録も行うことでロシアでの法的保護が強化

され、他の製造業者が混同を生じさせる程度の類似性を有するラテン文字／キリル文

字の商標を登録することを防止できる。 

(2) 出願人適格 

 事業に従事する法的な組織又は自然人(すなわち各事業者)は Rospatent に商標を出願でき

る。また、団体(法人及び／又は自然人の団体)が所有する団体標章も登録できる。ロシア法

によれば団体標章とは、団体を構成する者が製造し又は販売した商品を表示することを意図

した商標であり、かかる商品は品質の特性が均一であるか又は他の共通の特性を有していな

ければならない。団体を構成するそれぞれの者が団体標章を使用できる。 

(3) 登録要件 

a) 商標及び登録可能な対象の定義 

 ロシア連邦民法第 1477 条は、商標を法人又は個人事業主の商品の個別化のための表示で

あると定義している。商標に関するロシア連邦民法はサービスマークにも適用され、すなわ

ち、法人又は個人事業主が実施する業務又は提供するサービスにも適用される。 

 Rospatent に登録された商標及びロシア連邦が加盟している国際条約により想定されてい

る商標に関するの独占権はロシア連邦領土内で有効である。 

 法人又は個人事業主は商標の独占権者となることができる。商標登録証はロシア連邦登録

局に登録された商標に対して発行される。商標登録証は、登録証に記載された商品に関して、

商標の優先権及び独占権を証明するものである。 

 商標の登録において商品及びサービスは商品及びサービスの国際分類(NICE 分類)に従っ

て分類される。 

 上述のように、ロシア商標法には商標として登録可能な表示のリストがあるが、これはす

べてを網羅したものではない。表示が下記の登録要件に適合していれば商標として登録可能

である。特に表示が文字又は文字の組み合わせであって、言葉まで至っていない場合(子音の

みなど)は識別力がないとされ、オリジナルの図形である場合あるいは出願日の前にロシアで
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使用されており識別力があることが証明された場合を除き、識別力がないとみなされる。法

律では商標として登録可能な表示の種類を限定していないが、色彩又は色彩の組み合わせの

みであって図形でないもの法的保護を受けられるかどうかは断言できない。審査官はこのよ

うな表示は識別力がないと判断する可能性があり、識別力を取得していることの証拠が必要

となると考えられる。 

 ロシア商標法は周知商標、団体商標、原産地名称の登録は想定しているが、「連合商標」及

び「証明商標」の登録は想定していない。 

1) 団体商標 

 組織や事業体の団体であってその活動が設立国の法律に反しないものはロシア連邦で団体

商標を登録することができる。 

 団体商標は上記の団体が製造し又は販売する商品の表示であって、団体を構成する者が製

造しあるいは販売した商品を表示するものであり、かかる商品は品質の特性が共通であるか

又は他の共通の特性を有していなければならない。 

 Rospatent への団体商標の登録出願時(団体商標出願)には団体商標規約を添付しなければ

ならない。団体商標規約には下記を記載しなければならない。 

 ① 自己の名で団体商標を登録する権利を有する団体の名称(権利者の名称) 

 ② 団体商標の使用権を有する組織のリスト 

 ③ 団体商標登録の目的 

 ④ 団体商標を使用する商品リスト。団体商標により表示する商品の品質の特性その他の共 

通特性 

 ⑤ 団体商標の使用条件 

 ⑥ 団体商標の使用を団体が管理するための規定 

 ⑦ 団体商標規約違反の場合の責任規定 

2) 原産地名称 

 法的保護を受けられる原産地名称とは、近代的、歴史的、公式・非公式にかかわらず、国、

都市、地方、又はその他の地理的場所を正式名であれ、略称であれ、その地理的場所に対し

て、自然条件かつ、又は、人間的要因の特徴によって専ら又は主として決められる特別の品

質の品物に関して、その使用の結果として由来する表示、及び知られている表示をいう。 
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 特定の種類の商品の表示としてロシア連邦で一般的に使用されるようになった地理的場所

の名称又は地理的場所を含む名称であっても、製造場所と関連性がない場合には原産地名称

とは認められない。 

 原産地名称としての外国の地理的場所の名称のロシア登録は、かかる名称が商品原産国で

原産地名称として保護されている場合にのみ許可される。原産地名称の独占使用権は原産国

で権利が保護されている組織に者にのみ付与される。 

 原産地名称の独占使用権は、同一の地理的場所内に存在し、同一の特徴を有する商品を製

造するすべての者に与えられる。 

b) 先願主義 

 ロシアの商標は「先願主義」を採用している。ロシア商標法によれば商標に対する保護は

その登録に基づいてのみ与えられる。登録せずに商標を使用していた場合は先行権の侵害と

みなされるため、登録せずに商標を使用することは安全ではない。 

 同一/類似の商標の存在又はより早い優先日を有する同一/類似の商標の存在により新規商

標出願が受理されなかった場合、先使用があったことだけでは十分な主張にはなり得ない。

当該商標の出願日より前にロシアで商標が集中的に先使用されていたことを証明する資料を

使用して、商標の集中的使用により当該商標が特定の組織と関連付けられており、他社がそ

の名称を登録することは顧客に誤解を生じるとして取消申立を行うことはできる。 

c) 出願却下の理由(相対的拒絶理由) 

① 当該表示が下記と同一又は混同を生じる程度に類似している場合には商標として登録で 

きない。 

 (a) 類似商品について他社がより早い優先日で出願している場合。ただし他社による出願 

が後日に取り消され又は取り消されたものとみなされた場合を除く。 

 (b) 類似する商品について他社がロシア連邦で保護される(ロシア連邦が締結している国 

際条約に基づく場合を含む)商標を有しておりこれが優先日より前である場合。 

 (c) 類似の商品に関してロシア連邦での周知商標と認められている他者の商標である場合。 

 上記(a)、(b)、(c)に該当する商標と混同する程度に類似している表示は、当該商標の所有

権者が同意した場合にのみ、類似商品の商標として登録することができる。 

② ロシアで保護されている原産地名称と同一又は混同を生じる程度に類似する表示をいず 

れかの商品の商標として登録することはできない。その例外は、原産地名称の使用を認め 



97 

 

られている者の名義で登録される商標の中に当該標章が保護されない要素として含まれ 

ている場合であって、登録された原産地名称の個別化の目的で同一商品に関して商標の出 

願が要求された場合である。 

③ ある表示がロシア連邦で保護されている会社名又は取引上の表示(又はかかる名称あるい 

は表示とは別個の要素)と同一又は混同を生じる程度に類似している場合、又は生物品種 

としてロシア登録されている植物あるいは動物の品種名(生物品種)と同一又は混同を生 

じる程度に類似している場合、上記に関する第三者の権利がロシア連邦において当該登録 

出願の優先日より前に発生している場合には、かかる表示を登録することはできない。 

④ 表示が下記と同一である場合には商標として登録できない。 

 (a) 権利者の同意がなく、出願日においてロシア連邦で周知の科学、文学、芸術の作品、 

そのような作品の登場人物あるいは引用句、芸術作品の一部の名称であって、登録を受 

けようとする商標の優先日以前にこれら作品の権利が生じている場合。 

 (b) 出願日前にロシア連邦で有名になった人物の名前、姓、ペンネームあるいはその派生 

語、肖像及び複写であってその人物あるいは承継人の同意がない場合。 

 (c) 意匠及び適合表示であって商標登録出願日より前に権利が発生している場合。 

⑤ ロシア連邦が加盟する国際条約に従って商標として認められた表示への法的保護は、相対 

的拒絶理由によっても絶対的拒絶理由によっても付与されない(商標に関するマドリッド 

システム参照)。 

d) 登録できないもの(絶対的拒絶理由) 

① 表示に識別力がない、あるいは以下の要素だけで構成されている場合、商標として登録さ 

れない。 

 (a) 特定の種類の商品を表示するのに一般に採用されている。 

 (b) 一般に採用されているシンボルや用語。 

 (c) 商品の種類、品質、量、性質、用途、価値を指すもの、及び製造あるいは販売の時間、 

場所、手段を指すもの。 

 (d) もっぱらあるいは主に商品の機能の性質により決定される商品の構成を表すもの。 

 このような標章は、これが主たるを占めないことを条件に、保護対象とならない要素とし

て商標に組み込むことができる。 

 本規定は、使用した結果、識別力を獲得した標章には適用されない。 
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② ロシア連邦が加盟国である国際条約に基づき、標章は以下の要素だけで構成されている場 

合は商標として登録されない。 

 (a) 国家の記章、国旗あるいはその他国家のシンボル及び標章。 

 (b) 国際的政府間組織の略称あるいは完全な名称その他の記章、旗あるいはその他のシン 

ボル及び標章。 

 (c) 公式な認証印、保証印、計量印、印紙、賞その他の顕著な標章。 

 (d) 上記(a)から(c)に記載された要素と混同する程度に類似する表示。 

 このような表示は関係当局の承認が得られることを条件に、保護対象とならない要素とし

て商標に組み込むことができる。 

③ 以下の要素が存在しあるいは含まれている表示は商標として登録できない。 

 (a) 商品あるいはその製造者に関して、消費者を誤認、あるいは混同させる可能性がある。 

 (b) 公共の利益、人間性あるいは道徳の原則に反する。 

④ ロシア連邦国民の文化遺産、あるいは世界文化遺産又は自然遺産の中でとりわけ価値ある 

物の公式名称や画像、あるいは収蔵及び蓄えられている文化的価値のイメージと同一ある 

いは紛らわしい標章であって、所有権者あるいは所有権者から表示の商標登録の権限を付 

与された者の同意を得ていない者からの出願については、商標として登録されない。 

⑤ ロシア連邦が加盟国である国際条約に基づき、ワインあるいはアルコール飲料を特定し、当該 

国に起源がある(当該国の地理的境界内で生産されたもの)、及び主にその起源によって決定さ 

れる個別の品質、名前及びその他性質を持つなど、当該条約の加盟国のいずれかで保護されて 

いる要素を表すあるいは含んでいる表示は、商標が当該地理的領土で生産されていないワイン 

やアルコール飲料を特定するのに使われる場合、商標として登録されない。
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(4) 商標出願手続と審判部  

以下は商標出願フォームである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Applicant’s 

name and 

address 

Reproduction of 

the trademark 

Trademark 

description 

Names of the 

Goods and/or 

Services 

Applicant’s or 

Representative’s 

signature 

List of ICGS 

Classes 

Claiming 

Priority 

Kind of the 

trademark 

Representative’s 

name and 

address 

Address for 

service 

List of 

attachments 

 

文書送達宛先 

 

出願人の名称と住所 

 

請求する優先権 

 

代理人の氏名と住所 

商標のコピー 

 

商標の説明 

 

商標の種類 

 

商品及びサービスの国際

分類(ICGS 分類)リスト 

 

商品及び／又は 

サービスの名称 

 

添付文書リスト 

 

出願人又は代理人の署名 
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商標出願手続及び特許紛争審判室への審判請求手続は下の表の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出願 

方式審査 

却下 受理通知 

絶対的または相対的理由の審査 

拒絶理由通知 

出願人の意見書提出 

登録査定 一部登録査定 全部拒絶査定 

特許紛争(審判)室への審判請求 

1 ヶ月 

6 ヶ月 

12～14 ヶ月 

登録料 申立認容 申立の却下 

 

裁判所への上訴 

登録および公告 

登録証発行 

3 ヶ月 

2 ヶ月 

1 ヶ月 

1 ヶ月 
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Rospatent での国際登録手続フローチャート 

a) 出願の方式審査の概要 

1) 外国出願の場合の委任状及び証明 

 ロシア法では、外国出願人は商標弁護士を通じて Rospatent への出願を行う必要がある。

委任状と出願文書を同時に提出する必要はないが、その後の出願手続では提出が求められる。

委任状は出願人が発行し、会社の権限がある者が役職と氏名を記載して署名しなければなら

ない。署名の日付と場所も記載すること。公証も公的機関の認証も不要である。委任状は出

願後でも提出できる。Rospatent への委任状提出についての厳格な期間の定めはない。 

2) 出願権の証拠文書 

 上述のように、法人又は個人事業主は Rospatent に商標出願を行うことができる。出願人

の商標出願の証拠文書を提出する必要はない。 

3) 優先権の証拠文書 

 条約に基づく優先権を主張するためには最先(本国)出願書の謄本を提出しなければならな

い。出願書の内容は最先出願書と同一でなければならない。最先出願書の謄本は条約に基づ

く Rospatent への出願日から 3 ヶ月以内に提出すればよい。この期間は延長できない。また

ロシアでは分割(部分)優先権は想定されていないことに注意が必要である。 

WIPO 官報掲載 

絶対的および相対的理由の審査 

条件付拒絶通知 

出願人の意見書提出 
保護付与証書 

保護の付与 

上訴認容 上訴却下 

特許紛争(審判)室への不服申立 

裁判所への上訴 

最終却下 

6 ヶ月 

12 ヶ月 

3 ヶ月 
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4) 出願書に添付する他の文書(条約に基づく出願書を含む) 

 出願書及び出願手数料と出願審査手数料を支払済みであることを証明する文書のほか、図

形商標/複合商標のコピー6 部(8×8cm 又は 8×10cm)を提出する必要がある。立体商標、音声

商標、動画商標などの「非従来型」商標の出願では、異なった図面、写真、ビデオなどの提

出が求められる場合もある。 

b) 実体審査 

 ロシア連邦民法第 1497(1)条によれば、商標出願の審査には方式審査と商標としての表示

の審査(出願表示審査、以下「実体審査」という)がある。 

 実体審査は方式審査を通過した商標出願について実施される。実体審査の目的は出願され

た表示が民法第 1477 条及び第 1483 条(1)～(7)並びに商標優先権の要件に適合しているかを

確認することにある。 

 Rospatent は実体審査の結果に基づいて商標登録に認容又は却下の決定書を発行する。た

だし Rospatent は決定書の発行に先立って、出願標章が法的要件に適合しているかどうかの

通知(以下「通知」という)を行うことができる。Rospatent の実務ではかかる通知が行われ

るのは審査官が出願商標の登録に問題があると判断した場合のみである。 

 通知の目的は出願人に対して、実体審査により出願商標のロシア登録に問題点があったこ

とを通知し、これらの事項について主張/意見を提出するよう促すことにある。出願人の主張

/意見が出願人への通知から 6 ヶ月以内に提出された場合、審査官は検討を行う。 

 審査官は出願人の主張/意見を検討し、通知に記載された却下理由(の全部又は一部)を取り

下げて登録決定書を発行することができる。審査官が出願人の意見/主張に同意できない場合、

その理由を詳細に記載した却下決定書が発行される。 

 実体審査の段階で、審査官は商標出願審査に必要な追加資料/文書の提出を出願人に要求す

ることができ、その場合、正式な照会状が出願人又はその代表者に送付される。要求された

資料/文書は正式照会状の受領日から2ヶ月以内にRospatentに提出することになっているが、

出願人の要請があればこの期間を 1～6 ヶ月延長することができる。6 ヶ月を超える延長は法

律で認められていない。 

 登録決定書の発行後も、Rospatent はロシア登録簿に記載する前に登録について再検討す

ることができる。 

 かかる再検討が行われるのは下記の場合である。 
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 同種の商品/サービスについて登録決定書を発行済みの先の優先権がある商標と同一

又は混同を生じさせる程度の類似性がある商標の出願。 

 登録決定書に記載された商標と同一又は混同を生じさせる程度の類似性がある原産

地名称として表示を登録する場合。 

 先の優先権があり全体又は一部が重複する商品リストの同一商標又は同一の保護商

標の出願。 

 出願変更であって、当該商標のロシア登録が商品の製造者製造者に関して、消費者を

誤認、あるいは混同させる可能性がある場合。 

c) 登録所要期間 

 出願はファックスにより行い、1 ヶ月以内に原本を提出することもできる。その場合、方

式審査の期間は原本を受け取った日から起算される。 

 Rospatent の実務上、必要な書類/資料のすべてが提出され方式審査において審査官に異議

がなかった場合、出願日から 12～14 ヶ月後に登録決定書が発行される。出願人は登録決定

書を受け取ってから 2 ヶ月以内に登録料及び商標登録証発行料金を支払わなければならない。

登録決定後、登録料の払込が確認されてから 1ヶ月以内に Rospatent が商標登録証を登録し、

登録証が発行される。商標登録証はロシア登録簿に商標を記載した日から 1 ヶ月以内に

Rospatent が発行する。 

 上記をまとめると、ロシアで商標が登録され商標登録証が発行されるまでの所要期間は 16

～18 ヶ月である。 

d) 管轄当局への出願料納入 

＜商標登録の料金＞ 

 出願手数料   約 70 米ドル 

 出願標識の審査手数料   約 285 米ドル 

 登録料    約 400 米ドル 

 合計    約 755 米ドル 

 追加分類料(審査)  約 50 米ドル、 2 つ目の分類から 1 分類あたり 
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 修正料(出願)   約 120 米ドル 

 修正料(登録)   約 50 米ドル 

 不服申立手数料(出願)  約 205 米ドル 

 異議申立手数料(登録)  約 335-400 米ドル 

 更新料    約 500 米ドル 

 規約登録料   約 50 米ドル 

 

 商標出願に関する手数料はロシア政府命令(2008 年 12 月 10 日 941 号によって認められた

特許料金に関する法規により定められている。 

 出願人は商標出願時に商標出願手数料、方式審査の実施及びその結果に関する決定書発行

料金、実体審査の実施及びその結果に関する決定書発行料金を納入しなければならない。上

記の諸料金の納入確認書を出願書類に添付する。 

 2011 年、商標出願手数料、方式審査の実施及びその結果に関する決定書発行料金が 2,000 

ルーブル・RUB(～65 USD)に、実体審査の実施及びその結果に関する決定書発行料金が

8,500 ルーブル・RUB(～280 USD)になった。これは 1 つの分類に属する商品/サービスの料

金であり、商品/サービスの分類が増えるごとに 1,500 ルーブル・RUB(～50 USD)が追加さ

れる。 

 特許料金に関する法規によれば、出願人は追加出願、出願資料の変更又は訂正(存在する場

合)について、各追加/変更/訂正ごとに 3,600 ルーブル・ RUB (～120 USD)を納入しなけれ

ばならない。 

 出願人は登録決定書の受領時に商標登録料及び商標登録証発行料金として 12,000 ルーブ

ル・RUB (～400 USD)を納入する。官報による登録商標の公示手数料は想定されていない。 

 諸手数料は固定額であるが、米ドル相当額は為替レートにより変化する。 

e) 出願の公表又は公開 

 ロシア商標法は商標の正式な公表については規定していないがロシア連邦民法第 1493(1)

条は Rospatent への商標出願後においては、出願日に提出された出願書類を誰でも閲覧する

ことができる。出願書類の閲覧方法は Rospatent が定める。 

f) 登録の前又は後における出願への異議申立 

 異議申立は権利付与後においてのみ行うことができる。 
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 異議申立は Rospatent の特許紛争審判室に対して行う。 

 先行する商標又は原産地名称に基づく異議申立は公開日から 5 年以内でなければな

らない。 

 絶対的事由及び先行する権利の一部による異議申立(会社名、著作権など)は登録の有

効期間中いつでも行うことができる。 

 異議申立は関係者以外は行うことができない。 

 

 ロシア商標法は権利付与前の異議申立手続を定めていない。ロシア民法は同種の商品/サー

ビスについてロシアで保護されている商標と同一又は混同を生じる程度に類似する商標に対

する先行権利に基づく申立を含め、登録された商標に対する無効又は取消の申立の可能性を

認めている。取消申立の期限は当該商標がロシア登録簿に記載されて公開された日から 5 年

である。 

 商標出願の審査中、Rospatent に対していわゆる非公式異議申立を行うこと、すなわち

Rospatent に対して同種の商品/サービスについて混同する程度に類似する先行権利の存在

を通知し審査官が第三者からの商標出願を拒絶するよう求めることができる。 

 このような非公式異議申立により第三者について審査中の商標につき拒絶の仮決定を行う

こともあるが、審査官は非公式異議申立を無視することもできる。一方、審査官は非公式異

議申立によるのではなく職権による審査の結果として拒絶の仮決定書を発行できる。 

g) 商標審判部 

 ロシアには審判部というものはない。その代わりとして、審判部が存在する国での審判部

の機能と同様の機能を持つ行政機関が存在する。 

 上記の行政機関とは特許紛争審判室である。特許紛争審判室は Rospatent の下部組織であ

る。 

 特許紛争審判室は不服申立、無効申立、取消申立を受け付けて審議し、その結果に基づい

て決定書を発行する。特許紛争審判室による決定は Rospatent 長官の承認を受ける。 

 不服申立、無効申立、取消申立の審査の期限は定められていない。現在は、不服(取消又は

無効)の申立の審査終結までの所要期間は平均 6～8 ヶ月である。ただし事例の複雑さにより

審査期間は異なる。 

 不服申立の審査が特許紛争審判室業務の中心となっている。 
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1)Rospatent 審査官による出願却下に対する特許紛争審判室での審査 

 ロシア連邦民法では商標出願の所有権者である出願人は審査段階でのRospatentの決定に

対して異議申立を行うことが認められている。異議申立は出願したすべての商品とサービス

に影響する却下決定と出願明細書の一部に関する却下の両方について行うことができる。ま

た、商標の特定の要素の除外を条件として表示の登録が認められる場合にも出願人は異議申

立を行うことができる。 

 ロシア法が定める不服申立期限は 3 ヶ月であり、この期限は出願人又はその代表者が当該

決定書を受け取った日から起算される。異議申立期限は延長可能である。一方、期限内に不

服申立が行われなかった場合、出願人が期限内に申立を行わなかったことに正当な事由が存

在し、手続再開手数料を納付すればあらためて不服申立を行うことができる。再開期限は申

立期限の終了日から 6 ヶ月以内である。 

 不服申立はまず特許紛争審判室が受け付けて審査する。すべての方式要求事項が満たされ

ている場合には、不服申立を受理できない明確な理由は存在しないのが通常である。 

 特許紛争審判室は受理した後に特許紛争審判室職員の中から不服申立を担当する専門家 3

人で構成される委員会を設置する。特許紛争審判室は聴聞日を指定して出願人に通知し、出

願人(その代表者)に聴聞への出席を招請する。 

 委員会は申立の原因となった決定を行った審査官も出席するよう招請することができる。 

 聴聞では参加当事者に自分の主張を述べる機会が与えられる。委員会に質問があれば参加

当事者に質問し、その回答を得た後に決定を行う。ただし、申立の審査の客観性確保のため

にいずれかの当事者からさらに情報や文書の提出を求める場合もある。 

 申立の審査を行うロシア機関は申立の基礎となった決定には拘束されないことに注意が必

要である。すなわち、特許紛争審判室は審査段階での却下理由を修正することができ、これ

まで指摘されていなかった事由を追加することもできる。 

 最後に、特許紛争審判室は不服申立の審査にあたって、出願の修正を許容することができ

修正によって商標認容の却下事由がなくなる場合には出願人に修正を提案することができる。 

2)特許紛争審判室での無効申立、取消申立の審査 

 特許紛争審判室は不服申立のほかに無効申立、取消申立も審査する。無効申立、取消申立

の対象となるのは登録されている商標のみである。 

 ロシア連邦民法は、取消申立を行うことができる場合をいくつか定めている。その中心は
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類似性であり、すなわち、第三者の商標、周知商標、原産地名称、会社名、取引上の表示に

混同が生じる程度の類似性がある場合、識別力の欠如、欺瞞的、詐欺的、誤解を与えるもの

などその他の絶対的理由、真正所有権者の許可を得ずに真正所有権者の代理人として商標を

違法に登録した場合などである。 

 第三者の商標又は原産地名所との類似性を根拠とする無効申立は公開日から 5 年間を期限

とする。上記のうちこれら以外の理由による無効申立は商標の有効期間中、いつでも行うこ

とができる。無効申立が認容されれば商標登録が取り消され、登録が行われなかった場合と

同じ効果となる。 

 無効申立は特許紛争審判室への申立から始まる。申立では当該商標が違反した法律規定を

根拠としなければならない。複数の根拠を同時に援用することもできる。 

 特許紛争審判室での申立審査手続は不服申立の場合とほぼ同じである。主な違いは特許紛

争審判室が当該登録の所有権者に通知し、申立の聴聞実施予定日を伝えることである。特許

紛争審判室は当該商標の所有権者に、聴聞実施日の前に余裕をもって申立書の写を送付する

義務がある。当該登録の所有権者は聴聞日まで申立への答弁書を提出することができる。聴

聞日において参加当事者は自己の立場を説明することができる。委員会は参加当事者の主張

を聴聞した上で申立の全部また一部の認容あるいは申立却下の決定を行う。却下された場合、

当該登録は完全な効力を維持する。 

 当該登録の所有権者が申立に対して期限内に答弁書を提出せず、又は聴聞に参加しなかっ

た場合でも、当該商標の所有権者に申立があったことの通知が行われていなかった場合又は

正当な理由により聴聞に参加できなかった場合を除き、申立の審査には影響しない。正当な

理由により聴聞に参加できなかった場合には当該商標の所有権者が答弁書を提出できるよう

に聴聞を延期する決定を行うことができる。 

  

Ⅰ）冒認商標登録の無効申立 

 商標所有権者は母国では登録されているがロシアでは登録されていない自己の標章につい

て第三者が許可なくロシアで登録していることを発見することがある。 

 その場合、登録を取り消し、真正所有権者の商標がロシアで類似の標識についての商標権

を登録していないものとみなして登録を受けるにはどうすればよいかという疑問が生じる。 

 ロシア法は商標取消を無効にできるいくつかの事由を下記の通り定めている。 
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 ① 識別力、記述力がなく又は誤解を生じさせる商標である場合。 

 ② 商標所有権者(当該標章の所有者)が法人又は個人事業主として登録されていない場合。 

 ③ 類似の商品又はサービスについて出願又は登録され、優先日が早い他の商標と混同を生 

じさせる程度の類似性がある場合。 

 ④ ロシアで保護されている第三者の会社名、取引上の表示、意匠、原産地名称などとの同 

一性(混同を生じさせる程度の類似性)がある場合。 

 ⑤ ロシアで保護されている著作権作品との同一性があり、かかる著作が当該登録より先の 

優先日を有している場合。 

 ⑥ 真正所有権者の許可を得ずに代理人の名で類似の商標を違法に登録した場合(工業所有 

権の保護に関するパリ条約第 6 条の 7)。 

 ⑦ 不正競争にあたる場合。 

 まず、真正所有権者の標章を表示した商品が当該登録の優先日より前にロシア市場で販売

されていた場合であって真正所有権者の標章がロシア市場で広範に使用されており、かつそ

の期間が極めて長期であり、当該登録の優先日に先立っていたときには、申請書有権者は絶

対的事由により相手方の登録に不服申立を行うことができる(相手方の標章が商品の真正製

造者を誤解させている)。 

 特に、不服申立の根拠は次のように構築することができる。すなわち、真正所有権者の商

標がロシアで広範に先行使用されているため消費者は当該商標を特定の業者と関連付けて認

識しており、そのため消費者は侵害者の類似商標が表示された商品と真正所有権者の商品の

商業的出所を混同するおそれがある。 

 ただし、ロシア法は正式には先行使用権を認めておらず(ロシアでの商標の独占使用権は登

録から生じる)、そのため Rospatent はこれらを理由とする不服申立(他の組織が所有する先

の先行登録権に基づく不服申立)の審査には消極的であるのが通常である。 

 言い換えれば、ほとんどの場合、ほぼ先行使用のみを根拠として誤解を招くものであると

して第三者の商標に異議申立を行うことの成功率は高くない。成功の確率を高めるためには

認識調査の結果(消費者は真正所有権者の商標を真正有権者と関連付けているという結果)を

提出することが推奨されるが、真正有権者の商標がロシアで大規模に使用されていない場合

は逆効果となる可能性もある。 

 また、真正有権者が当該冒認登録商標と混同する程度の会社名で取引を行なっており、会

社名使用権が当該冒認登録商標の優先日に先行している場合、他の組織が有する会社名使用
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権への侵害として登録を取り消すことができる可能性が高い。 

 上記を理由とした不服申立を行う場合、真正所有権者は、自己の会社名がロシアに正式に

登録されていなくともパリ条約第 8 条を援用して保護を得られることを主張できる。この種

の不服申立に成功するためには類似する名称で取引を行なっている真正所有権者の法人登記

日を証明できる会社登記簿の謄本及び当該会社の事業の性質を説明した文書を提出すること

が不可欠である。さらに、ロシア当局は真正所有権者に対し、混同の危険性をロシア当局が

判断する目的で、ロシアでの実際の取引活動の証拠を提出するよう要求するのが通常である。 

 さらにロシアではパリ条約第 6 条の 7(真正所有権者の許可を得ずに代理人の名で商標を違

法に登録した場合)を根拠に相手方の登録への不服申立を行うことができる場合もある。これ

を理由として手続を開始するためには真正有権者が自己と登録者との間に何らかの正式な関

係があること(例えば両者の間に正式な代理店契約あるいは代理人契約が存在するなど)を証

明する必要がある。かかる契約は当該登録の優先日より先に締結されたものであなければな

らず、標章が登録されている商品と同一又は類似の商品の使用に関するものでなければなら

ない。 

 この他、真正所有権者はパリ条約の加盟国の 1 つで類似商品を対象とする同一又は類似の

標章を先に有効に登録している必要がある。 

 最後に、不正競争を根拠に第三者の標章登録を取り消せる可能性がある。 

 ロシア法による不正競争の定義は、商業組織による行為であって、商業活動で優位に立つ

ことを目的として、ロシア法、取引慣習、優良実施方法、合理性、公正の要求事項に違反し、

他の商業活動者またに損害を与え又は損害を与える可能性があり、あるいはかかる者の事業

上の評判を低下させる可能性があるもの、とされている。 

 不正競争防止法に規定されている不正競争の例の 1 つに悪意による商標登録がある。法律

は通常の商標登録と不正な登録との明確な区別基準を定めていない。かかる基準は判例によ

り蓄積されてきた。このような基準の例として、個別化あるいは商標使用の防止手段として、

他の商業組織が登録の前に使用していた名称/表示を出願し登録する行為がある。 

 この根拠を援用するには、当該標章(第三者が登録した真正所有者の標章)がきわめて類似

しており、かつ同一又は類似の商品に使用されているため混同が生じ、侵害者の活動により

真正所有権者の事業に損害が生じる可能性があり、あるいは尐なくともかかる活動により真

正所有権者及びその事業上の評判に損害が生じる可能性があることを主張する必要がある。 

 このような場合を審査するにあたっては、侵害者のロシアにおける事業の具体的内容、商
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品の販売促進と広告の方法(真正所有権者とは無関係な商品であると広告されていたか、真正

所有権者と関連性がある商品として販売されていたか)、両当事者間に関係が存在するか、ロ

シア市場で実際に競争が発生しているか、発生しているとすれば侵害者が市場に参入する前

には被害側当事者は相当な販売を行なっていたか、登録者がその登録を真正所有権者に売却

しようとしたかなど、重要な事情が考慮される。 

 いずれにせよ、実務上、不正競争を証明することは難しい場合がある。侵害者が故意で行

為を行ったことをロシア連邦反独占庁(FAS)に証明しなければならないからである。 

 不正競争を根拠とする商標登録への申立は反独占庁に対して行う。反独占庁が申立人の主

張を容認した場合は Rospatent に対して当該商標を商標登記簿から抹消するよう指示する。

反独占庁の決定は裁判所に上訴できる。 

 不正競争以外の不服申立(無効申立)は特許紛争審判室に対して行う。 

h) 特許紛争審判室の決定に対する裁判所への不服申立(CPD) 

 不服申立(無効処分)、取消処分又は Rospatent 長官への不服申立により Rospatent が発行

した決定書に対しては、かかる決定書の受領から 3 ヶ月以内であれば仲裁(商事)裁判所に提

訴できる。特に、当該決定により権利の制限を受けた当事者は当該決定が違法であるとして

裁判所に訴訟を提起できる。 

 当該決定が法律に違反していると認定された場合は決定を取り消し、侵害された権利が回

復される。例えば、原告による Rospatent への決定への申立が認められ、登録が取り消され

又は無効とされた場合、裁判所は Rospatent に対して登録を回復するよう命じることができ

る。 

i) 商標権 

1) 商標権の基本的内容 

 商標権の内容には所有権者に付与された法的機能が含まれる。 

 ロシア連邦民法第 1484(1)条は、自己の名で商標を登録した者(所有権者)は、法律に違反し

ない限り、その態様を問わず当該商標を使用する独占権を有すると定めている。また所有権

者は当該商標の独占権を処分することができる。 

 ロシア連邦民法第 1484(3)条は、所有権者が許可した場合を除き、いかなる者も、混同が

生じる可能性がある場合には、個別化のために登録されている商品又は同類の商品に係る当
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該商標に類似している標識を使用することができないと定めている。 

 以上にように商標の独占権には 2 つの法的機能がある。すなわち、所有権者が何らかの行

為を行うこと、もう 1 は他者が類似の商標を使用できないという機能である。 

 商標の独占権は商標が登録されている商品、作品、サービスの個別化のために発現される

ことになる。特に、商標権は下記の態様で商標を使用することにより発現される。 

 ロシア連邦領土内で製造され、販売の申し出が行われ、販売され、展示会や展覧会で

展示され、民間商業に供され、あるいはこれらの目的のため保管あるいは輸送され、

又はロシア連邦領土内に輸入された商品(商品のラベルとパッケージを含む)。 

 業務の履行又はサービスの提供。 

 商品の民間商業への提供に関する文書。 

 商品の販売、業務の履行、サービスの提供の申し入れ及び広報、看板、広告。 

 インターネット。ドメイン名その他の表示手段を含む。 

 商標権は絶対権である。商標権が絶対権であるとは、同種の商品/サービスの販売のために

同一又は類似の表示を使用しようとするすべての者に対して強制執行ができるということで

ある。 

2) 商標登録の期間(有効期間)、登録証の発行、期間の更新/延長 

 Rospatent は商標登記簿に登録された商標について商標登録証を発行する。商標登録証は、

当該登録証に記載されている商品に関して商標の優先権及び独占権を証明する。 

 ロシア連邦民法第 1491 条は、商標の独占権の有効期間を Rospatent への商標出願日から

10 年と定めている。 

 所有権者は、かかる権利期間の最終年に申請することにより、商標独占権の有効期間を 10

年ずつ延長できる。 

 商標登録の有効期間が過ぎた場合でも、所有権者は、権利更新の目的で、商標権の有効期

間終了後の 6 ヶ月の「猶予期間」を申請できる。かかる「猶予」期間は手数料納付を条件に

認められる。 

 商標独占権の有効期間の延長回数に制限はない。 

 Rospatent は商標独占権有効期間の延長回数を商標登記簿及び商標登録証に記載する。 
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3) 先行使用者の権利を含めた登録商標に対する制限 

 登録された商標の所有権者の権利に対する唯一の制限は権利の消尽である。ロシア連邦民

法第 1487 条は、商標所有権者自身又はその承認を受けた者が当該商標が表示された商品を

市場に提供した場合は誰もがその商標を使用することができる、すなわち、かかる商標付き

商品を再販売できると定めている。この規定は並行輸入に関連してよく論じられる。並行輸

入に関する規則は後述する。 

4) 登録商標の譲渡と使用許諾(独占又は非独占) 

＜商標権の処分＞ 

 ロシア連邦民法は、商標権の主な処分方法として下記の 2 つを規定している。 

o 譲渡－独占権のすべてを移転する(契約の売買に類似)。 

o 使用ライセンス付与－所有権者が独占権を保持したまま商標使用権を付与する。

契約の規定により制限される。 

 民法はこの他、登録商標独占権への担保権設定を規定している。 

 ロシアで保護されている商標に関する契約、並びに契約以外に起因する登録商標権移

転はいずれも Rospatent に登録しなければならない。 

 商標所有権者は、権利の性質の反しない範囲で、特に商標独占権の移転(譲渡)契約及びラ

イセンス契約により、適法に商標独占権を処分することができる。ライセンス契約は独占権

のすべてを移転するわけではない。独占権のすべての移転をするとの直接の記載がない契約

はすべてライセンス契約とみなされる。商標所有権者との契約によらない独占権の移転は、

特に包括承継及び商標所有権者の財産の没収の場合には、認められる。 

 移転(譲渡)契約では商標所有権者は登録された商品の全部又は一部に対する商標独占権の

すべてを他者、すなわち譲受人に譲渡することになる。ただし、商品又はその製造者を消費

者に混同させる可能性がある場合には譲渡は認められない。ロシア連邦で保護されている原

産地名称を非保護要素として含む商標の独占権の譲渡は、譲受人がかかる名称の独占権を所

有している場合にのみ認められる。 

 ライセンス契約の場合、ライセンシーはライセンス商標の下で自己が製造又は販売する商

品の品質をライセンサーの品質要求事項に適合させなければならない。ライセンサーはかか
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る規定の遵守を管理する権利を有する。ライセンシーとライセンサーは商品の製造者として

のライセンシーに対する損害賠償請求に連帯責任を負う。 

 ロシア連邦で保護されている原産地名称を非保護要素として含む商標に関するライセンス

は、ライセンシーがかかる名称の独占権を所有している場合にのみ認められる。 

 ライセンス契約では商標の使用が認められる地域を指定しなければならない。指定がない

場合、ライセンシーはロシア連邦全域で使用できる。ライセンス契約の有効期間は商標独占

権の有効期間を超えてはならない。契約に期間の指定がない場合、契約の有効期間は 5 年と

みなす。 

 商標独占権の新所有者への移転は商標の旧所有権者が締結したライセンス契約の修正又は

取消となるものではない。 

 商標独占権の処分が行われる移転契約、ライセンス契約その他の契約は文書で締結しなけ

ればならず、Rospatent に登録する必要がある。この規定に違反した場合は契約が無効とな

る。 

j) 類似性 

ロシア連邦民法第 1483 条は、下記と同一又は混同を生じる程度に類似する表示の登録を禁

止している。 

 類似の商品に関連して先の優先権が認められている他者が出願した商標。ただし、ロ

シアにおける登録が取り消され又は取り消されたとみなされた場合を除く。 

 ロシアで保護されている他者の商標。類似の商品に関してロシアが加盟する国際条約

に従って登録された商標を含む。 

 他者の商標であって、民法が定める手続により類似商品に関してロシアで周知あると

認証され先の優先権を有する商標。 

 商標の方式審査の後、Rospatent は絶対的事由、相対的事由に基づく審査を実施する。相

対的事由に基づき出願表示を審査する場合、Rospatent の審査官はかかる表示がロシア連邦

民法第 1483 条の要求事項を満たしているかを審査する。 

 出願された表示のすべての要素が他の標章と一致する場合、当該商標は先の優先権がある

他の標章と同一であるとみなされる。 

 出願された標識が、他の標章と多尐の相違はあるものの全体として連合（編者注：類似関
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係にある）している場合、当該商標は先行する優先権がある他の標章と類似しているとみな

される。 

1) 標識の類似性 

 出願された標識と他の商標の類似性の審査は「商標登録における標識の出願と審査に関す

る規則」に基づく。審査事項は音声、図形、意味である。 

 出願された標識と他の商標の音声の類似性の審査の基準は、両標識間の音声の近似性又は

同一性の存在、両標識の音声の近似性の程度、両標識での近似の音声及び音声の組み合わせ

の位置、音節の位置、両標識での音声組み合わせの近似性、母音の組み合わせ近似性、子音

の組み合わせの近似性、両標識の文字の近似性、互いの標識の重複、両標識のアクセントな

どである。 

＜音声同一性の例＞ 

STARVIC－STARVIC(キリル文字) 

KRECSON－CRECSON 

＜音声類似性の例＞ 

ALTAVAR－ALVATAR 

FISHCOM－FISHCON 

CUPIRON－PIRON 

 出願された標識と他の商標の図形の類似性の審査の基準は、一般的な外観上の印象、印刷

の種類、両標識の文字の比較(大文字、小文字)、両標識の文字の位置、両標識のアルファベ

ット、色彩又は色彩の組み合わせなどである。 

＜図形同一性の例＞ 

Ώ－Ώ 

PLUS－PLUS 

＜図形類似性の例＞ 

ARAGOS－aragos－GOSARA 

Ώ－Ώmega 

出願された標識と他の商標の意味の類似性の審査の基準は、両標識のアイディアの類似性

(異なった言語で同じ意味を表示)、それ自身で意味を持つ両標識の論理的要素、両標識のア

イディアの対立などである。 
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＜意味同一性の例＞ 

TIGER－TИГP(キリル文字)－TIGRE 

 

＜意味類似性の例＞ 

WHITE TIGER－BLACK TIGER 

be beast－be beauty 

it is always fun－fun as always 

Rospatent 審査官は上記の事項及び基準を組み合わせて又は単独で考慮することができる。 

2) 商品とサービスの類似性 

商品の類似性の指標 

主要指標 商品の種類(タイプ) 

 商品の目的 

 商品の素材 

補助指標 販売手法 

 顧客層 

 商品の寿命 

 商品価格 

 その他の標識 

 

 審査では出願された標識を使用する商品/サービスを他の商品/サービスと比較する。両標

識の商品/サービスの類似性の検討においては、当該商品/サービスが同一の商品製造者又は

サービス提供者に属するという原則の可能性について判断を行う。当該商品/サービスが他の

商品/サービスと類似する種類かの判断を行うためには、その適用、商品の素材、流通経路、

消費者層を Rospatent の審判官が考慮する。両標章の対象となる商品の類似性の一般的基準

には、商品/サービスの種類、商品/サービスの目的、商品の素材の種類などがある。審査手

続において商品/サービスの上記以外の特徴は補足要因として考慮される。類似性一般基準は

組み合わせて審査することも単独で審査することもできる。審査官は通常、両標識の類似性

は商品/サービスの類似性として広くとらえ、商品が類似しているかどうかは主として当該商

品が同じ種類に属するかを根拠にしている。 
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＜類似する商品/サービスの例＞ 

車両－自動車 

コンピュータ－モニター 

ソフトウェア－コンピュータ・ソフトウェア開発 

電話－音声又は画像の記録、送信、複製のための装置 

(5) 商標の「使用」 

 ロシア連邦民法は商標権の保持の条件として商標の使用を義務付けている。 

 登録に関する限り、ロシアでは商標の実際の使用又は使用意図に対して定められた要

求事項はない。 

 パリ条約第 5Ｃ条はロシア連邦民法第 IV 部に取り込まれている。 

 ロシア連邦民法第 1486 条は商標権の維持の条件として登録の使用が必須であることを

黙示的に規定しているが、民法には商標所有権者が自己の商標を使用しなければならない

という直接の規定はない。 

 民法第 1486(2)条では、商標は、商標の所有権者又は民法第 1489 条が定めるライセン

ス契約により権利を付与された者が当該商標が登録された商品及び/又は商品パッケージ

に標識したときに使用されたものとみなすと規定されている。 

 かかるライセンス契約が効力を有するためには Rospatent に登録されていなければな

らない。ロシアではライセンス契約は Rospatent に登録されることで有効になるとみなさ

れており、不使用による取消申立において、ライセンスが登録されている場合にのみ証拠

となる。商標は、「商標所有権者の支配の下にある」他の者あるいは組織が使用した場合

に使用されたものとみなされる。「支配の下にある」の意味を法律は説明していないが、

実務から推測するに、商標所有権者は最終使用者(販売者、代理店)による商標の使用を認

識していなければならない。このため、商品が商標所有権者の製造施設から複数の仲介業

者を経て最終代理店に渡った場合、このサプライ・チェーンの各段階の契約のすべてに商

標に関する記載がなければ、不使用の申立が行われた場合には商標所有権者は事業取極の

すべてを認識していたことの証拠としてすべての契約書を提出しなければならない。 

a) 商標使用の証拠となる文書 

 商標とその所有権者が表示されている荷送文書及び通関文書であって、登録商標を
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表示した商品がロシア国境を超えてロシアに供給されたことを示す文書。不使用に

よる取消申立において使用期間の証明には通関文書があることが非常に重要であ

る。特に、税関申告書の荷送人が商標所有権者以外の組織になっている場合には、

かかる組織と商標の登録権者との関係を証明する必要がある。実務上、適切な税関

申告書がないときには、他の文書の比重が高まる。商品が適法に国境を越えたこと

及び商標の所有権者により又はその支配の下でロシアに送付されたことの証明が

重要だからである。 

 この他、支払確認及び商標表示が記載されたインボイス、商標、商品、これらの所

有者が表示されている供給契約書でもよい。 

 ロシアでの売上高が記載されている会社の年次報告書のコピー 

 代理店契約書、その他の誓約書あるいは現地代理店からの証拠文書。日付が入って

いる価格表、商品が最終消費者に販売されたことの確認書を含む。 

 当該商標を使用している商品のロシア品質証明書も役立つ場合がある。ただし品質

証明書のみでは商標が実際に使用されたことの証拠にはならない。 

 顧客のロシア事務所(存在する場合)からの明細書又は証拠文書。現地事務所が該当

文書を発見できず、商標所有権者から商品を購入して顧客に販売している旨の誓約

書を提出する場合にはこの文書が有益である。ただしこれらの文書のみでは不十分

であり、他の文書の補足とする。 

 日付入りの広告資料。ロシアの雑誌、新聞の日付入切り抜きや TV コマーシャル

など。 

 ロシアで登録した商標に基づく商品の広告に関連する費用の資料。前述のように、

広告資料及び広告に関連する費用の資料だけで実際の商品販売の確認文書がなけ

れば証拠として不十分である。 

b) 不使用による商標の取消 

 登録から 3 年経過した後においては、登録商標が期限前終了(取消)の対象となる可能

性がある。 

 取消の申立は関係者のみが行うことができる。 

 証明責任は申立を受けた商標所有権者が負う。 

 ロシア連邦民法第 1486 条は、登録後 3 年連続して使用されなかった商標に関連する商
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品の全部又は一部に関して商標の法的保護を期限前に終了させることができると規定し

ている(不使用の申立の日まで当該商標権が使用されていなかったことを条件とする)。 

 上記から、商標所有権者は第三者から不使用の申立を受けないように、法律が定める制

限に抵触しないよう、商標を間断することなく継続使用しなければならないことになる。 

c) 商標の不使用の正当事由として認められるもの 

 所有権者の支配を越えた状況 

 不可抗力 

 災害 

 軍事措置 

 所有者の疾病 

 市場の予期しない変化 

d) 商標の適切な使用と認められるもの 

 インターネット、取引文書、広告での商品及びそのパッケージの使用。 

 所有権者、ライセンシー、フランチャイズ、所有権者が支配する他の者による使用。 

 修正した商標を使用することも許可されている。一部の要素のみを修正し特徴を変更して

いない商標を使用すれば当該商標を使用したものとみなされる。このような修正商標を使用

しても商標登録の無効原因にならず、商標に付与された保護の制限とはならない。基本的内

容に影響しない修正を行った商標の使用は認められる。当該修正が重大であるかどうかの判

断は裁判所が行う。登録した商標と同一の商標の使用を推奨する。最善の方法は商標を使用

するすべての形式を登録しておくことである。 

不使用による取消申立は、知的財産裁判所が設立されるまではモスクワ市商事(仲裁)裁判

所に対して行う。商標権者は自己の商標が適切に使用されていたことの証明責任を負う。 

e)取消しの申立方法 

ロシアの知的財産裁判所は 2013 年から業務を開始する予定である。これに先立って、2011

年 12 月 8 日付の法律では、知的財産裁判所が設立されるまでの不使用取消審判訴訟は

(Rospatent の特許紛争審判室に代えて)モスクワ市商事(仲裁)裁判所に提起することを定め

ている。つまり、不使用により商標を取り消そうとする者は、通常の訴訟の準備をし、これ
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を提起しなければならない。 

不使用の申立ての証拠資料は、仲裁手続法の要件に従わなければならない。外国で作成さ

れ、ロシアで使用するための書類、その中でも当該商標の取消しによる申立者の利益を証明

するための書類は、指定機関による正式認証及びアポスティーユによる認証を受けなければ

ならない。このほか、当該書類の公証を受けた翻訳文が求められる。したがって、アポステ

ィーユによる認証を受けた書類を受け取り次第、裁判所において商標権者を代理する権限を

与えられた者は、これらの書類をロシア語に翻訳させなければならないことになる。 

訴訟を提起するためには、次の書類が必要となる。  

① 委任状 –正式認証及びアポスティーユによる認証を受けたもの。 

② 商標権者の法的地位に関する書類－正式認証及びアポスティーユによる認証を受けた 

もの。 

③ 原告の正当な利益の証拠(商標登録証その他原告が引用された登録商標の指定商品を取 

り扱っていることを確認する書類。例. 広告物、供給契約、通関申告書等)－正式認証 

及びアポスティーユによる認証を受けたもの。 

 

 不使用による取消申立を行う者はかかる申立による自己の利益を証明しなければならない

ことになっている。現在の実務では、取消の利益は、当該標章が他の出願中の標章の登録の

妨げになっていることだけでは不十分であり、不使用を理由に先行する商標の取消をするこ

とに申立人の利益があることの裏付けとなる追加文書(他の法域での登録証またロシアで商

標を使用する意図を示した文書)を裁判所に提出しなければならない。 

商標登録日から 3 年を経過した後は商標登録の不使用による申立を受ける可能性がある

(ロシアの国際商標表示に関しては、登録日はロシアが別段の指定を行った場合を除き、 

WIPO の場合と同じ日である。別段の日を指定した場合、商標について不使用を根拠とする

申立が可能となる日の計算においてかかる日を登録日とする)。 

 不使用を理由とする期限前終了の訴訟では当該登録の不使用の証拠を提出する必要はない。

この訴訟は当該商標がロシアで一定期間、すなわち取消申立の前 3 年間において使用されて

いないという推定のみを根拠とするものであり、登録を維持するためには商標所有権者が使

用を証明しなければならない。つまり、商標使用の立証責任は商標所有権者が負う。 
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f) 関係者による登録への異議申立 

 取消申立は関係者のみが行うことができ、取消申立による利益が存在することを文書で証

明しなければならない。かかる証拠としてはロシア及び外国での類似の商品に関して当該登

録と抵触すると考えられる名称の下であるいはかかる名称を使用して取消申立人が取引を行

なっていることを示す文書、当該商標が取消申立人がロシアで所有している商標の使用及び

登録の妨げとなっていること(Rospatent が当該商標の存在を理由に取消申立人の表示を却

下した場合 など)を示す文書、取消申立人が他の法域で同様の商品についてすでに保護を受

けている当該商標の登録所有権者であることを示す文書、その他取消申立人が所有する知的

財産権と当該商標に付与された権利の間に抵触の危険があり取消申立人が当該標章をロシア

市場で使用する意図を有することを確認した文書などがある。 

 ロシアの現行実務では、当該登録が取消申立人の標章の受理の妨げとなっていることのみ

では利益が存在することの十分な証明とはみなされていない。 

g) 取消申立手続の実施 

取消申立は当該登録又はその一部に含まれているすべての商品に影響する。ロシア法には

提出すべき証拠の性質の具体的な定めがないため、商標所有権者(被告)は自己が適当と考え

る証拠を使用し、提出することができる。証拠の評価にあたって裁判所が指針とすべき主な

要件は商標権者自身、そのライセンシー、又は商標権者が管理する第三者がロシア市場で商

品に当該標章を使用したか(販売など)が示されているかである。商品がロシアへの輸出品で

ある場合、委員会は商標権者から最終消費者への供給経路を開示した証拠文書の提出を求め

ることもできる。 

 裁判所にとって、すべての文書に日付が表示されていること、及び文書に表示された日付

が使用を証明する期間内のものであることが非常に重要である。 

 また、証拠全部から総合的に判断して正確な商標の使用及び商標を使用した具体的商品が

認識できなければならない。 

 不使用の申立の審査にあたり、裁判所は正当事由により当該標章が使用されなかった事情

を考慮することができる。かかる事由は商標権者の支配を超えた環境によるものでなければ

ならない。基本的に、災害、軍事行動、天災、商標権者の健康状態、政治的経済的な生活の

予期しない変化などの不可抗力がこれにあたる。 

 当該標章が修正された形式で使用されていた場合、すなわち、登録された形式とは異なっ
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ている場合、裁判所はかかる修正が商標の識別力に影響する基本的なものであるかを決定す

る。影響する場合、裁判所は使用証拠の受理を拒否できる。 

 

(6) ロシアでの周知商標 

 ロシアでは周知商標は受けられる保護の範囲が広い。 

 周知とみなされるためには、商標が下記に適合していなければならない。 

o 集中的使用 

o ロシアの関連団体で広く知られていること 

o 特定製造者の商品を識別する商標として広く知られていること 

 周知商標の地位は Rospatent が認証するものであり、ロシアの手続で登録された商標、

国際登録によりロシアで保護されている商標、さらにはロシアで登録されていない商

標が対象となる。 

 2000 年末の時点でロシアの周知商標登録簿に記載されている周知商標は 100 を超え

ている。その中には BRIDGESTONE、COCA－COLA、NESCAFE、PENTIUM、

INTEL、NIKE、GALLUP、TIFFANY、DISNEY などの外国標章もある。 

 周知商標の法的保護は長期間にわたって解決が遅れていた再重要事項の 1 つである。今で

は周知商標としての処理が通常になった。ただし、周知商標の地位を得るための手続はかな

り複雑である。 

 周知商標の法的保護は、周知商標として認められている他の商標の商品又はサービスと類

似していないものが対象である。周知商標の地位は、その所有権者が消費者は当該商標を自

己とのみ関連付けること、商標所有権者以外の者が当該商標を使用した場合は周知商標の所

有権者に損害を与えることを証明した場合にのみ適用される。商標がロシア周知商標登録簿

に記載された後は、当該商標の所有権者は周知認証の決定書の日付に先立って登録された他

の類似商標に対して不服申立てを行うことができる。その理由は、周知商標の地位は周知商

標と認証された日より前に開始しているから、すなわち遡及効果があるからである。 
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a) ロシアの周知商標: 法的沿革の概要 

 ロシアは 1965 年 7 月 1 日にパリ条約に加盟しており、第 6 の２条によりロシアには周知

商標の保護義務があったが、実際に保護される可能性が生じたのは 1998 年以降である。 

 周知商標保護の可能性は過去のロシア商標法、例えば 1974 年商標規則、1992 年商標法(同

法第 22 条 1 項)に言及されていた。しかし周知商標出願を審査して周知商標の登録決定書を

発行する管轄機関が定められていなかったことから実務では周知商標保護を受けることは不

可能であった。すなわち、手続が定められておらず、審査の規則も存在しなかった。 

 1998 年 3 月 30 日、ロシア政府は周知商標としての登録出願を審査する管轄当局を決定し

た。その機関とは「高等特許評議会」である。同年、出願と審査に関する「申立、出願、請

願及び高等特許評議会によるこれらの審査規則」が定められた。その後、管轄当局名が特許

紛争審判室に変更された。 

 2000 年 3 月 17 日、「ロシア連邦での商標の周知認証規則」が承認され、2004 年 3 月 5 日

に修正された。これらの規則は 1 つの条文を除いて現在も有効である。出願は現在は特許紛

争審判室ではなく Rospatent が審査している(2008 年 1 月 1 日から)。 

 周知商標の保護と登録の現在の法的根拠は下記の通りである。 

 ロシア連邦民法第 IV(第 1508、1509 条) 

 ロシア連邦での商標の周知認証規則 

 ロシア連邦での商標の周知性に関する消費者調査に対する Rospatent 勧告 

b) ロシアでの周知商標認定の適格性を有する商標 

 ロシアで全国登録されている商標 

 マドリッドシステムによりロシアで保護されている国際商標 

 ロシア領土内で商標として使用されていた未登録商標 

c) ロシアでの周知商標の認証手続 

＜主要過程＞ 

 ロシア及び世界での証拠収集、特に意見調査 

 商標が周知となっている商品/サービス及び周知となった日の決定 

 Rospatent への申立書の作成と提出 



123 

 

 審査官委員会による申立の審査 

 Rospatent からの決定書の受領、登録料の支払(Rospatent が認証した場合)、周知商

標証の取得 

d) 商標又は表示をロシアの周知商標として登録するための根拠となる文書 

商標又は表示をロシアの周知商標として登録するための申立書は、申立人が自己の商標が周

知となった日を示して Rospatent に提出する。 

 標準様式は定められていない。 

 申立には以下を含めなければならない。 

o 申立人(商標所有権者)に関する情報 

o 周知商標としての認証を求める表示 

o 商標が周知となった製品(サービス) 

o 当該商標が周知となったと申立人が考える日 

o 当該商標がロシアで周知となったことの証拠文書 

 手数料－ ～1,000 USD 

 審査所要期間は約 6～10 ヶ月 

申立人が主張する日がすべての文書で確認できることが重要である。審査官がこれらの文

書では商標について主張する日の証明にならないと判断した場合、登録が却下されることに

なる。追加資料の提出要求や日付の訂正要求は行われない。 

申立には商標の集中的使用の証拠を添付しなければならない。かかる証拠には下記があげ

られる。 

 当該商標の商品が販売された場所のリスト 

 商標を表示した商標の販売量 

 商標の使用方法 

 商品の年間平均購入者数 

 商標が周知となっている国のリスト 

 広告費用(例: 年間費用) 

 年間財務報告書に基づく商標/表示の推定価値 



124 

 

 専門機関による意見調査の結果 

 商標の使用範囲、特にロシアに関する情報 

 広告、販売促進キャンペーンに関する情報、広告見本 

 見本市及び展示会への出品に関する情報、ロシアの定期刊行物での広告 

 商標が広範な評判を得ている国に関する情報 

 商標に関連する価値についての情報 

実務においては、特に意見調査の結果は商標の登録又は周知認定において審査官が最も重

視する文書である。これに関するガイドラインとして「ロシアでの周知性に関する消費者意

見調査の実施に関する勧告」が存在する。かかる勧告によれば、意見調査はロシアの尐なく

とも 6 つの大都市で実施することになっている。モスクワ及びサンクトペテルブルグでの

意見調査が最も好ましい。申立人は活動範囲に応じて他の都市を選択することができる。 

規則も勧告も商標が周知認定されるために必要な商標を知っていする消費者の人数を定め

ていない。LIPTON 商標が周知として認証されたとき、紅茶を飲む人の約 60%が知ってい

た。ИЗВЕСТИЯ(IZVESTIYA)の商標は消費者の 96%が知っていた。 

必要に応じて、ロシア連邦での商標の周知性について他の証拠を提出することが申立人に

要求される。 

e) 商標の周知性認定における代表的な問題点と却下理由 

 提出された文書と資料が宣言日以降の商標の周知性を証明していない。 

 資料と文書が、申立書に記載されたすべての商品の商標の周知性を証明していない 。 

 申し立てられた商標と通常使用され周知と認証される可能性がある商標に相違があ

る(例:申立書では商標は白黒であったが周知の商標は色彩がある。登録出願では商

標のラベルではなく文字要素が提出された)。 

 資料と文書では当該商標を申立人自身が使用していたことが証明されない。申立人

の下部組織で使用されたことは記載されているが申立人自身が使用していたとの記

載がない。 
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 周知性を主張する商標と混同する程度に類似する登録商標がすでに存在する。 

f) ロシアの周知商標の例 

 最初に周知商標として登録された(2000 年 4 月 7 日)は  (IZVESTIYA)であった。 

 この登録の商品は「新聞」である。この商標は 1992 年 12 月 31 日から周知であるとして

登録されたが、この商標は 1917 年から使用されており、この新聞はロシアで最も購読部数

が多い新聞である。1917 年から 1992 年までの長い歴史があるためロシアでの周知性の証明

となる文書と資料の収集に困難があった。 

 2 番目に周知商標登録されたのは (URALMASH、"Ural Machine Building 

Plant"の略)であり、分類 7 の商標として登録された。分類 7 は掘削機、粉砕機、冶金装置、

鍛造プレス機である。 

 周知商標登録の 3 番目は (Java)。商品はタバコで 2001 年 4 月 16 日に登録された。 

 最初に登録された外国の周知商標は第 5 号の であり、2001 年 12 月 18 日

に登録され、1996 年からの周知性が認証された。 

 日本最初の周知商標は 2010 年の であり、第 94 号と

して Bridgestone Corporation の名で登録された。 

 2011 年 10 月現在、ロシアでは 109 の周知商標が認証されている。 また、これまでに 2

つの登録について異議申立があり、取り消された。 



126 

 

g) ロシアで周知商標登録を受けることの長所と短所 

長所: 短所: 

• 保護の範囲が広がる 

• 登録に遡及効果がある 

• 保護期間に制限がない 

• 維持料、更新料がかからない 

• 侵害者又はドメイン名侵害者への対

抗が容易 

• 特権的地位 

• 手数料が高額であり、意見調査に費用

がかかる 

• 煩瑣で忍耐を要する作業が必要 

• 十分な実施実績がない(実務的という

より理論的) 

 周知商標では、周知商標登録された商品との類似性がない商品も法的保護の対象となる。

ただし、かかる商品に関する他者による商標の使用が商標所有権者の消費者と関連性がなけ

ればならず、商標所有権者の適法な利益を侵害するものでなければならない。 

周知商標の法的保護に時間的制限はない。10 年ごとに更新して更新料を支払うという必要は

ない。 

周知として認証された商標は下記に有益である。 

 周知商標として認証された後に第三者が出願した類似又は同一の商標の却下。 

 周知商標と同一又は混同を生じる程度に類似する商標を第三者が登録していた場合

の登録取消。 
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